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市長公約の取組状況を 公表し ま す～松本市政１ 年目の取組～ 

 

１  趣旨 

  令和５ 年 12 月で松本市長就任から １ 年が経過し ま す。  

市政の公約と し て掲げている ５ つの柱と 30 の重点項目について１ 年目の取組状況を 公

表し ま す。  

 

２  取組状況 

市長公約の５ つの柱に係る 取組状況は次のと おり です。  

30 の重点項目に係る取組状況については、 別紙「 松本市長公約整理表」 を参照く ださ い。  

５ つの柱 １ 年目（ 令和５ 年度） の主な取組状況 

1.「 子育てのま ち」、「 学びた

いま ち」 あま がさ き  

➣ 子ど も ・ 子育て政策の基本的な方向性を 示すアク ショ ン プラ ン の策定 

➣ 就学前の子ど も の医療費を 完全無償化（ 所得制限なし ）  

➣ イ ン ク ルーシブな教育の推進に向けた生活介助員・ 特別支援教育支援員の増員 

 

 

2. 誰も が暮ら し やすいま ち  
➣ ネパール語の相談員の追加によ る外国人総合相談窓口の拡充 

➣ 地域住民の複雑・ 複合化し た支援ニーズに対応するための支援体制の強化 

3. 住環境整備、 ま ちの魅力

と イ メ ージの向上 

➣ 阪神尼崎駅周辺をはじめと した駅前プロジェク ト の推進 

➣ 良好な住環境整備に向け住環境アド バイザリ ーボード の設置による具体的な取組の検討 

➣ たばこ 、ごみ、自転車等に関するマナー向上に向けた総合的役割を担う 部署「 マナー向上

推進担当」 の設置 

➣ 売却を前提と し た土地・ 建物取得など旧かんなみ地域の環境改善に向けた取組の推進 

➣ 暴力団事務所の運営禁止に関する項目の追記など条例改正の検討 

 

4. 地域経済の活性化と 脱炭

素社会に向けた取組 

➣ 公用車へのエコカー導入（ 令和 5 年度： 20 台導入） や民間 EVカーシェア普及促進など脱

炭素社会の実現に向けた取組の推進 

➣ 外部の専門家を招いた「 産業政策会議」 における本市の今後の産業振興施策の方向性等の

検討 

➣ 電子地域通貨「 あま咲きコイン」 に係る収入増や施策推進への活用など自走化に向けた取

組の実施 

5. 市民と と も に市民に寄り

添う 市役所 

➣ デジタ ル政策監と し て女性の外部人材の登用 

➣ 行政手続きのオンラ イン化など市民サービス向上を含めたＤＸ 推進計画の検討 

➣ 児童相談所の設置に向けた専門職の確保と 職員派遣によ る人材育成 

令和５ 年 11 月 28 日 

所 属 都市政策課 

所属長 曽田 研之介 

電 話 06－6489－6138 

令和 5 年度の全国学力・ 学習状況調査において、 小学 6 年生の国語と 算数
の正答率が全国平均に！ 

「 ま ちのイ メ ージが良く なっ た」 と 感じ ている 市民の割合が 6 割超え！ 
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３  総評 

  市長就任１ 年にあたり 、 施策評価等を通じ て、 各局の施策の現状の把握及びその効果検

証等を行いつつ、 公約に掲げた５ つの柱を中心と し た取組を推進し 、 近年、 大幅にイ メ ー

ジが向上し てき ている 尼崎を「 次のス テージ」 に進めていく こ と を意識し ながら 、 施策の

推進を図ってき ま し た。  

こ のため、 令和５ 年度予算において、 就学前の子ど も の医療費の完全無償化、 イ ンク ル

ーシブ教育・ 保育を推進する ための環境整備などを進める と と も に、 マナー向上に向けた

新組織（ マナー向上推進担当） 設置、「 産業政策会議」 や「 住環境アド バイ ザリ ーボー

ド 」 の設置、 さ ら には、 デジタ ル政策監の登用など 、 各種取組を具体化する ための体制強

化等、 ス ピ ード 感を持って取り 組んでき ま し た。  

ま た、 ファ ミ リ ー世帯の定住・ 転入促進に向けた子ど も ・ 子育て支援の充実は、 産業都

市尼崎から 、「 働く 」 と 「 子育て」 が両立でき る 住みやすい魅力ある 都市へと 転換し てい

く ための一丁目一番地の取組である こ と から 、 今回、 子ども ・ 子育て支援策を抜本強化す

る ための「 アク ショ ンプラ ン」 を取り ま と め、 公表し ま し た。  

来年度以降は、 こ れら を具体の施策へと 展開さ せ、 市民生活へ反映し ていく ス テージと

なり ま す。  

尼崎の持つ可能性を最大限に引き 出し 、 今後の成長へと つなげら れる よ う 、 私自身が先

頭に立ち全庁一丸と なって、 取組を進めてま いり ま す。  

 

以 上   



松本市長 公約整理表 ～“あま がさ き ”を次のス テージに! ～

１ 「 子育てのま ち」 、 「 学びたいま ち」 あま がさ き

№ 公約内容
主な取組状況

1 年目（ R5 ） R6 R7 R8

1
18歳ま で子ども の医療費の無償化推進、 待機児童
対策など、 子育て支援のさ ら なる 充実に向けた取
組を進めま す。

・ 子ども ・ 子育て政策の基本的な方向性を示すアク ショ ンプラ ンの策定
・ 就学前の子ど も の医療費を完全無償化（ 所得制限なし ）
・ 保育士の業務負担軽減に向けた保育支援者の配置補助
・ 認可保育所新設・ 増改築費用の補助
・ 「 あま のかけはし 」 （ 尼崎市保育士・ 保育所支援センタ ー） の認知度

向上に向けたWEB広告期間の延長 （ R4: 2週間→R5: 6か月）

－ － －

2
子ども の育ち支援センタ ー「 いく し あ」 を中心に
各機関の連携を強め、 出産から 、 就学前、 就学後
の相談・ 支援の切れ目をなく し 充実さ せま す。

・ 産婦健康診査費用助成の創設によ る 妊産婦への支援
・ 子育て世帯の負担軽減に向け、 子育て家庭へのホームヘルパーの派遣
・ 出産子育て応援給付金関係事業によ る 経済的支援・ 伴走型支援

－ － －

3
子ども を真ん中にし た支援を行う ため、 一時保護
所を含む児童相談所を設置し 、 児童虐待などへの
対策を強化し ま す。

・ 児童相談所の設置に向けた専門職確保と 職員派遣によ る 人材育成
・ 児童相談所業務に対応する シス テム導入に向けた検討・ 準備
・ AIを活用し た相談支援シス テム導入に向けた検討

－ － －

4
学力向上に向けた取組を強化し 、 学力水準を全国
平均以上にし ま す。

・ 外国語を学ぶ動機づけと する オンラ イ ン英会話事業の実施
・ 尼崎高等学校において、 グロ ーバル社会で活躍する ために必要な能力

の育成を目的と し た国際総合類型の充実
－ － －

5
ス ク ールロ イ ヤーの配置など、 いじ め問題への対
応を強化し ま す。

・ 有識者から 意見聴取する など、 ス ク ールロ イ ヤーの設置に向けた検討 － － －

1
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１ 「 子育てのま ち」 、 「 学びたいま ち」 あま がさ き

№ 公約内容
主な取組状況

1 年目（ R 5 ） R 6 R7 R8

6
不登校児童生徒の学習保障に向けた環境整備をさ
ら に進めま す。

・ 「 不登校児童生徒支援シート 」 の作成、 活用など不登校児童生徒
への対策支援

・ 先進事例の視察など学びの多様化学校（ いわゆる 不登校特例校）
についての調査研究

－ － －

7
障害児や医療的ケア児の学習を保障する と と も に、
共生社会の実現に向けたイ ンク ルーシブな教育を
推進し ま す。

・ 公立保育所での医療的ケア児の受入れ体制の整備
・ イ ンク ルーシブな教育の推進に向けた生活介助員・ 特別支援教育

支援員の増員（ 生活介助員 R4:66名→R5:77名、 特別支援教育
支援員 R4:48名→R5:58名）

－ － －

8
学校の教職員の働き 方改革を進め、 子ども にも 教
職員にも 魅力ある 学校づく り を進めま す。

・ 児童の主体的な学習活動を支える 小学校等への電子黒板の導入
（ R5:968台導入）

・ 中学校の部活動指導員の増員（ R4:5名→R5:10名）
－ － －

9
コ ミ ュ ニティ ・ ス ク ールを全市展開し 、 地域に開
かれた学校の実現を目指し ま す。

・ コ ミ ュ ニティ ・ ス ク ールの全市展開に向けた計画的な立上げ支援
（ R5.10時点 小学校:26校/41校、 中学校:3校/17校、 高等学
校:1校/3校、 特別支援学校:0校/1校）

・ R5設置の中学校3校が、 中学校における モデル校と なる よ う ノ ウ
ハウ を蓄積

－ － －

10
ユース 交流センタ ーを拠点と し た青少年の社会参
画を促進し ま す。

・ ユース カウ ンシル事業など 若者の主体性を尊重し た活動支援
・ ユース ワ ーカーの養成やユース ワ ーク の視点を取り 入れた居場所

づく り 事業・ サテラ イ ト 事業等の実施
・ 子ども ・ 若者応援補助金を活用し た活動支援、 同補助金の審査に

若者の意見を反映でき る 体制整備

－ － －

2



２ 誰も が暮ら し やすいま ち

№ 公約内容
主な取組状況

1 年目（ R5 ） R6 R7 R8

11
誰も が住みやすい、 人権が息づく 地域共生社会を
目指し ま す。

・ 人権施策の適切な推進に向け、 国勢調査データ を活用し た調査分析
・ イ ンタ ーネッ ト 上の人権問題等に関する 法律相談
・ ネパール語の相談員の追加によ る 外国人総合相談窓口の拡充
・ 性の多様性の理解促進に向けた市民及び事業者のALLY（ アラ イ ） 養成
・ 市民の気持ちに寄り 添ったペッ ト 遺体の引き 取り 体制の検討

－ － －

12
何歳になっても 、 誰も が健康で、 自分ら し く 生き
がいをも って暮ら せる 仕組みづく り を進めま す。

・ 生活習慣病予防等のための高齢者の保健事業と 介護予防の一体的実施
事業の推進

・ 市民の健康寿命延伸に向けた「 地域いき いき 健康プラ ンあま がさ き 」
の策定に向けた検討

・ 高齢者の社会参加につなげる 高齢者生き がい就労事業の推進
・ 認知症サポータ ー養成講座受講者の増加に向けた取組の推進
・ いき いき 百歳体操等の活動の活性化に向けた取組の推進

－ － －

13
高齢者等への見守り 活動や重層的支援を推進する
と と も に、 地域防災力向上に取組み、 安全安心を
高めま す。

・ 見守り 活動未実施地区での見守り 活動の立ち上げに向けた取組の推進
・ 地域課題に取り 組む地域団体と 福祉事業者・ 高校・ 大学等の多様な主

体と のマッ チング等の推進
・ 地域住民の複雑・ 複合化し た支援ニーズに対応する ための支援体制の

強化
・ マイ 避難カード 作成に係る 動画の活用など効果的な周知啓発
・ 災害リ ス ク が高いと 考えら れる 要支援者に対する 意向調査及び避難支

援等関係者と 連携し た個別避難計画の作成

－ － －
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２ 誰も が暮ら し やすいま ち

№ 公約内容
主な取組状況

1 年目（ R5 ） R 6 R 7 R 8

14
障害のある 人の地域生活を支える ための取組を推
進し ま す。

・ 重度化・ 高齢化に対応し た施設のバリ アフリ ー改修等費用の補助
・ 障害児療育等支援事業の支援体制の集約と 充実
・ 聴覚障害者等の社会参加の促進に向けた意思疎通支援事業の拡充
・ 在宅心身障害者（ 児） 等のニーズを踏ま えた日常生活用具の給付品目

等の整理

－ － －

15
アス ベス ト 被害者への支援、 被害の根絶に継続し
て取り 組みま す。

・ 石綿ばく 露リ ス ク の調査に係る 胸部CT検査費用助成
・ 石綿健康被害救済制度の充実等に係る 国・ 県への要望

－ － －

4

３ 住環境整備、 ま ちの魅力と イ メ ージの向上

№ 公約内容
主な取組状況

1 年目（ R5 ） R 6 R7 R8

16
駅前のプロ ジェ ク ト 、 質の高い住宅供給の促進、
空き 家対策など 、 良好な住環境形成に向けた取組
を進めま す。

・ （ 阪神尼崎駅周辺） 駅周辺の賑わい創出、 魅力向上につなげる 中央公園
リ ニュ ーアルに向けた設計

・ （ 阪神大物駅周辺） 大物公園のリ ニュ ーアルに向けた設計
・ （ 阪急塚口駅） 駅前広場周辺道路の歩行空間の拡幅
・ （ 阪急園田駅周辺） 駅前広場の整備に着手
・ （ （ 仮称） 武庫川周辺阪急新駅） 新駅周辺のま ちづく り をテーマと し た

勉強会の実施
・ 良好な住環境整備に向け住環境アド バイ ザリ ーボード の設置によ る 具体

的な取組の検討
・ 空家等情報管理シス テム構築や空家等除却補助（ 跡地活用タ イ プ） 創設

など空家等対策の一層の推進
・ ワ ンス ト ッ プでお悩みを解決する 「 住ま いと 空き 家の相談窓口」 の設置

－ － －



№ 公約内容
主な取組状況

1 年目（ R5 ） R6 R7 R8

17
路上喫煙対策を強化し 、 受動喫煙と ポイ 捨てのな
いま ちを目指すと と も に、 戦略的な防犯対策など
を通じ た「 体感治安」 の向上に取り 組みま す。

・ たばこ 、 ごみ、 自転車等に関する マナー向上に向けた総合的役割を担
う 部署「 マナー向上推進担当」 の設置

・ マナー向上シンボルマーク の募集・ 投票・ 決定
・ 路上喫煙禁止区域の拡大、 過料徴収の導入に向けた条例改正の検討
・ 資源物の持ち去り 禁止に関する 啓発・ 指導
・ 売却を前提と し た土地・ 建物取得など 旧かんなみ地域の環境改善に向

けた取組の推進
・ 暴力団排除活動推進会議の設置によ る 関係団体と の連携体制の構築
・ 暴力団事務所の運営禁止に関する 項目の追記など条例改正の検討
・ 地域の安全・ 安心の確保に向けた町会灯電気代支援
・ 特殊詐欺対策と し て自動録音機能を有する 電話機等の購入補助

－ － －

18
情報発信、 プロ モーショ ンを強化し 、 ま ちのイ
メ ージ向上に取り 組みま す。

・ 表紙及び特集記事のデザイ ン等を委託する など市報あま がさ き 冊子版
の充実

・ 時機を捉えた広報の実施等に向けた市報あま がさ き 電子版の発行
・ ま ちのイ メ ージ向上に向けたPR動画作成・ イ ンタ ーネッ ト 広告の実施
・ 市政情報を多言語で発信する ためホームページ翻訳ソ フト の導入

－ － －

19
各地区の生涯学習プラ ザを拠点と し て、 各地域に
おける 市民発意の取組や協働を促進する と と も に、
地域支援機能の充実を図り ま す。

・ プラ ッ ト フォ ームの運営を通じ た、 地域の様々な主体同士のつながり
や多様な連携の創出

・ 大庄エリ アでの官民連携によ る 協働型公園の実現に向けた社会実験の
実施

・ 市民が利用する 公共施設でのフリ ーWi-Fiの提供

－ － －

20

市内地域バラ ンス を考慮し た図書館機能の充実を
図る と と も に、 歴史博物館、 図書館、 総合文化セ
ンタ ーの連携を強め、 歴史文化を学び育むまちづ
く り を進めま す。

・ 武庫之荘エリ アのま ちづく り と 連動し た北図書館建替の具体的な検討
・ 図書館検索シス テムへの歴史博物館蔵書の掲載
・ 歴史資料の電子化・ ウ ェ ブ公開
・ 大近松300年祭の開催など文化資本の継承に向けた取組の推進

－ － －

5

３ 住環境整備、 ま ちの魅力と イ メ ージの向上



№ 公約内容
主な取組状況

1 年目（ R5 ） R 6 R7 R8

21

2030年ま でに二酸化炭素排出量を2013年比で
50% 削減(2050年ゼロ カーボン)を達成する ため、
食品ロ ス やプラ ス チッ ク ごみの減量、 脱炭素社会
に向けた取組を推進し ま す。

・ 公用車へのエコ カー導入（ R5:20台導入） や民間EVカーシェ ア普及促進
など脱炭素社会の実現に向けた取組の推進

・ 環境省から 脱炭素先行地域に選定さ れた阪神大物地域の「 ゼロ カーボン
ベース ボールパーク 」 の整備

・ イ ベント における プラ ス チッ ク ごみ削減の推進

－ － －

22

新たな価値を創造する 新規産業創造、 事業承継支
援の取組を強化する と と も に、 商店や尼崎産農産
物のブラ ンディ ングを推進する など、 商業・ 農業
の支援にも 取り 組みま す。

・ 外部の専門家を招いた「 産業政策会議」 における 本市の今後の産業振興
施策の方向性等の検討

・ 市内産野菜「 あま やさ い」 のPRなど販路拡大に向けた支援
・ 生産者と の意見交換によ る ブラ ンディ ングの検討・ 実施

－ － －

23
電子地域通貨「 あま 咲き コ イ ン」 を活用し 、 市内
消費活性化と 地域内経済循環を促進し ま す。

・ プレ ミ アムキャ ンペーンの実施やATMでのチャ ージ機能導入など利用者
増等に向けた取組の推進

・ 収入増や施策推進への活用など自走化に向けた取組の実施
－ － －

24
尼崎城をはじ めと する 地域資源を活かし た観光事
業を推進し ま す。

・ 小田南公園周辺のエリ ア一体的な賑わいの創出に向け、 事業者と 連携し
た周遊に資する 事業費を確保する ための基金の設置

・ 大阪・ 関西万博の会場外駐車場と なる フェ ニッ ク ス 事業用地の隣接地の
活用に向け、 兵庫県と 連携し た取組の検討

－ － －

25
性別や年齢にかかわら ず、 それぞれが持てる 能力
を最大限発揮でき る よ う な就労環境の実現に向け
た取組を進めま す。

・ 労働環境改善に向けた解説動画の作成・ 配信
・ 女性限定の「 し ごと 塾」 の創設

－ － －

6

４ 地域経済の活性化と 脱炭素に向けた取組



№ 公約内容
主な取組状況

1 年目（ R5 ） R6 R7 R8

26
NPOや民間企業等と の積極的なチャ レ ンジ、 透明
性のある 連携を推進し ま す。

・ 市民提案制度の認知向上のための積極的なPR活動の実施
・ 包括連携協定を締結し ている 団体等と のさ ら なる 連携強化
・ 特定非営利活動促進事業の申請要件緩和によ る さ ら なる 活用促進

－ － －

27
女性幹部の積極登用などダイ バーシティ （ 多様性
を重視し た） マネジメ ント を推進し ま す。

・ デジタ ル政策監と し て女性の外部人材の登用
・ 女性職員を管理職（ 課長 級以上） へ積極的に登用（ R4:12 .9％

→R5:14 .3％）
－ － －

28 福祉人材の確保と 育成に重点的に取り 組みます。

・ 児童相談所の設置に向けた専門職の確保と 職員派遣によ る 人材育成
・ 職員採用試験における 福祉区分の年齢要件の拡大（ R4:満40歳ま で

→R5:満45歳ま で）
・ 新規採用職員等対象の「 福祉事業所短期イ ンタ ーン研修」 の実施

－ － －

29
最高情報責任者(CIO)を設置し 情報化やセキュ リ
ティ 対策を推進、 強化し ま す。

・ 最高情報責任者(CIO)の設置・ デジタ ル政策監の民間から の登用
・ 行政手続き のオンラ イ ン化など市民サービス 向上を含めたDX推進計画

の検討
・ 情報セキュ リ ティ 監査の充実など情報セキュ リ ティ 対策の徹底

－ － －

30
外郭団体の改革と 戦略的な活用の推進、 市長 退職
金の見直し 、 財政規律遵守など、 市政改革の歩み
を止める こ と なく 、 さ ら に前へ進めま す。

・ 適法・ 適正かつ効率的・ 効果的な行政運営の実現に向けた内部統制の
推進

・ 外郭団体の組織強化に向けた人事交流の実施
・ 事業のス ク ラ ッ プ＆ビルド や歳入確保に取り 組み、 当初予算における

実質的な収支均衡の確保
・ 今後必要と なる 投資的事業の実施と 、 適正水準の将来負担の両立

－ － －

7

５ 市民と と も に市民に寄り 添う 市役所


